
第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成27年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年６月23日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,957,000 27,957,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

100株であります。

計 27,957,000 27,957,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成25年６月26日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数 247個 247個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 24,700株（注１） 24,700株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1円 同左

新株予約権の行使期間
平成25年７月12日から

平成55年７月11日までとする。
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 529円

新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する

資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資

本金等増加限度額の２分の１の

金額とし、計算の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上

げるものとする。

同左

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社の取締役会の承

認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
（注３） 同左

 

②平成26年６月27日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数 224個 224個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 22,400株（注１） 22,400株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1円 同左

新株予約権の行使期間
平成26年７月15日から

平成56年７月14日までとする。
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 612円

新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する

資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資

本金等増加限度額の２分の１の

金額とし、計算の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上

げるものとする。

同左

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左
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事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社の取締役会の承

認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
（注３） 同左

 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１個当たり100株とする。 

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新

株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を

次の計算により調整する。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率 

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締

役会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。 

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

２．新株予約権の行使の条件 

(1)  新株予約権者である取締役は、上記の新株予約権の行使期間の期間内において、当社及び当社子会社の

取締役及び監査役のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には

翌営業日）に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

(2)  新株予約権者である執行役員は、上記の新株予約権の行使期間の期間内において、当社及び当社子会社

の取締役、監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が

休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

(3)  新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、本新株予約権を一括してのみ行使することができ

る。

(4)  その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約に定めるところによる。

 

３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割に

つき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前におい

て残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移

転計画において定めた場合に限る。 

(1)  交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2)  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3)  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記注１に準じて決定する。 
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(4)  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5)  新株予約権を行使することができる期間 

上記の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、上記の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。 

(6)  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる

場合は、これを切り上げるものとする。 

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(7)  譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8)  新株予約権の行使の条件 

上記注２に準じて決定する。 

(9)  新株予約権の取得条項 

①  新株予約権者が権利行使をする前に、上記注２の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約

権を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で

取得することができる。 

②  当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を

無償で取得することができる。 

イ  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ  当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

ハ  当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

ニ  当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ  新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社

の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得す

ることについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成24年１月１日

（注）１
13,528,500 27,057,000 － 2,328,100 － 2,096,170

平成24年12月12日

（注）２
1,400,000 28,457,000 278,670 2,606,770 278,670 2,374,840

平成24年12月27日

（注）３
300,000 28,757,000 59,715 2,666,485 59,715 2,434,555

平成26年９月１日

（注）４
△800,000 27,957,000 － 2,666,485 － 2,434,555

  （注）１  株式分割（１：２）によるものであります。

２  有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格             420円

発行価額          398.10円

資本組入額        199.05円

払込金総額     557,340千円

３  有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格          398.10円

資本組入額        199.05円

割当先          野村證券㈱

４  自己株式の消却による減少であります。

 

 

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満

株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 28 20 144 59 2 5,659 5,912 －

所有株式数

（単元）
－ 53,196 1,987 91,494 26,770 2 106,031 279,480 9,000

所有株式数の

割合（％）
－ 19.03 0.71 32.74 9.58 0.00 37.94 100.00 －

（注）１  自己株式210,171株は、「個人その他」に2,101単元、「単元未満株式の状況」に71株含まれております。

２  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式は、「金融機関」に829単元

含まれております。

３  上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

    平成27年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

有限会社藤和興産 大阪市大正区泉尾三丁目20番30号 3,014 10.78 

ビービーエイチ  フォー  フィデリ

ティ ロー プライスド ストック フ

ァンド（プリンシパル オール セク

ター サブポートフォリオ） 

（常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行） 

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210 

U.S.A. 

  

  

（東京都千代田区丸の内二丁目7番1号） 

 

1,713 6.13 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 

 
1,702 6.09 

コンドーテック社員持株会 大阪市西区境川二丁目2番90号 1,416 5.07 

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区中之島三丁目3番23号 1,247 4.46 

株式会社Ｆプランニング 兵庫県西宮市仁川町四丁目4番10号 900 3.22 

近藤  純位 兵庫県西宮市 802 2.87 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 753 2.70 

株式会社藤勝興産 大阪市大正区泉尾三丁目20番30号 676 2.42 

株式会社藤登興産 大阪市大正区泉尾三丁目20番30号 676 2.42 

計 － 12,902 46.15 

（注）１  フィデリティ投信株式会社から、平成25年４月３日付で大量保有報告書の変更報告書（No.２）の提出があ

り、平成25年３月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末現在に

おける実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況では考慮しておりません。

なお、当該変更報告書の内容は下記のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

エフエムアール  エルエルシー(FMR LLC) 1,625 5.65

２  三井住友信託銀行株式及びその共同保有者である他２社から、平成26年９月４日付で大量保有報告書の提出

があり、平成26年８月29日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末現

在における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況では考慮しておりません。

なお、当該大量保有報告書の内容は下記のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

三井住友信託銀行株式会社 992 3.45

日興アセットマネジメント株式会社 448 1.56

Sumitomo Mitsui Trust（Hong Kong）

Limited（三井住友信託（香港）有限公司）
56 0.20

計 1,497 5.21
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式         210,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式      27,737,900 277,379 －

単元未満株式 普通株式           9,000 － －

発行済株式総数 27,957,000 － －

総株主の議決権 － 277,379 －

（注）１  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式400株（議決権４個）が含

まれております。

２  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式82,900株（議決権829個）

は、「完全議決権株式（その他）」に含まれております。

３  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

コンドーテック株式会社

大阪市西区境川

二丁目２番90号
210,100 － 210,100 0.75

計 － 210,100 － 210,100 0.75

（注）  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式82,900株は、上記自己株式には

含めておりません。
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（９）【ストックオプション制度の内容】

① 平成25年６月26日開催の定時株主総会において決議されたもの

当該制度は、会社法第361条に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）に対し、株式報酬型ストックオプ

ションとして新株予約権を取締役の報酬額の範囲内で割り当てることを平成25年６月26日開催の定時株主総会

において決議されたものであり、その内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成25年６月26日

付与対象者の区分 当社取締役（社外取締役を除く）

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

株式の数

各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内に割り

当てる新株予約権の数は600個を上限とする。

新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は１個当たり100株とする。（注）

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権を行使することにより発行又は移転される株

式１株当たりの金額を１円とし、これに付与株式数を乗

じた金額とする。

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当日の翌日から30年以内とする。

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、当社及び当社子会社の取締役及び監査

役のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間以内

（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新

株予約権を一括してのみ行使できるものとする。その他

の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募

集事項を決定する当社取締役会において定める。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

その他

新株予約権に関するその他の内容については、新株予約

権の募集要項を決定する当社取締役会において定めるも

のとする。
 
  （注）  新株予約権の割当日後、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当を含む。）又は株式併合

を行う場合には、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権につい

て、付与株式数を次の計算により調整する。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率 

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役会

において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。 

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 
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② 平成25年６月26日開催の取締役会において決議されたもの

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）に対

し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を割り当てることを平成25年６月26日開催の取締役会に

おいて決議されたものであり、その内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成25年６月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）  ８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「 (２) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

 

 

 

③ 平成26年６月27日開催の取締役会において決議されたもの

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）及び

当社執行役員に対し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を割り当てることを平成26年６月27日

開催の取締役会において決議されたものであり、その内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成26年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役（社外取締役を除く）  ８名

当社執行役員          ４名

新株予約権の目的となる株式の種類 「 (２) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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④ 平成27年６月23日開催の取締役会において決議されたもの

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）に対

し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を割り当てることを平成27年６月23日開催の取締役会に

おいて決議されたものであり、その内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成27年６月23日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）  ７名

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

株式の数 24,000株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権を行使することにより発行又は移転される株

式１株当たりの金額を１円とし、これに付与株式数を乗

じた金額とする。

新株予約権の行使期間 平成27年７月９日から平成57年７月８日までとする。

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注３）

 

 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

     (1)  新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分

割（当社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、

新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数

を次の計算により調整する。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取

締役会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

     (2)  新株予約権の総数は240個とする。

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる新株予約権の総

数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

 

２．新株予約権の行使の条件

 (1)  新株予約権者である取締役は、上記の新株予約権の行使期間の期間内において、当社及び当社子会社の取

締役及び監査役のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌

営業日）に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

 (2)  新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、本新株予約権を一括してのみ行使することができる。

 (3)  その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当

契約に定めるところによる。
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３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

  当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収

分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ず

る日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい

て定めた場合に限る。

 (1)  交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

 (2)  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

 (3)  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記注１に準じて決定する。

 (4)  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

 (5)  新株予約権を行使することができる期間

上記の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、上記の新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができ

る期間の満了日までとする。

 (6)  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 (7)  譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

 (8)  新株予約権の行使の条件

上記注２に準じて決定する。

 (9)  新株予約権の取得条項

①  新株予約権者が権利行使をする前に、上記注２の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権

を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取

得することができる。

②  当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無

償で取得することができる。

イ  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ  当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ  当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ  当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ  新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（10）【従業員株式所有制度の内容】

① 従業員株式所有制度の概要

当社は、平成25年８月13日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的とし

て、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」導入を決議しており、平成25年９月10日付で自

己株式125千株について、「三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）」に対して、第三者割

当による自己株式の処分を実施しております。

 

② 従業員に取得させる予定の株式の総数

125千株

 

③ 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社従業員のうち受益者要件を充足する者
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】    会社法第155条第７号による普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 110 78

当期間における取得自己株式 － －

（注）  当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 800,000 351,578 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行

った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 210,171 － 210,171 －

（注）  当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り、買増しによる株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、配当につきましては、連結業績、連結配当性向について十分留意しながら、連結純資産配当率(DOE) 

2.5％以上を目標として、株主の皆様へ継続的・安定的に配当を行うことを基本方針としております。

DOEは、株主の皆様への利益配分を示す配当性向と資本効率を示す自己資本当期純利益率(ROE)の2つの要素から構

成され、当社の掲げる株主価値の創造に資する指標となります。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

内部留保資金につきましては、主にＭ＆Ａ等による戦略的投資、成長に向けた積極的な事業投資の資金として活用

したいと考えております。

この方針のもと、当事業年度の期末配当10円を予定しております。これにより年間配当は20円00銭を予定しており

ます。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

（注）  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成26年11月６日

取締役会決議
277,468 10.0

平成27年６月23日

定時株主総会決議
277,468 10.0

（注）１  平成26年11月６日取締役会決議の配当金の総額には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託

口）に対する配当金1,085千円を含めております。

２  平成27年６月23日定時株主総会決議の配当金の総額には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ

信託口）に対する配当金829千円を含めております。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 710
1,010

□634
666 760 855

最低（円） 550
635

□469
384 531 652

（注）１  最高・最低株価は、平成23年４月27日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京

証券取引所市場第二部におけるものであります。

２  □印は、平成24年１月１日付にて実施した株式分割（１株を２株に分割）による権利落後の最高・最低株価

を示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 744 753 845 855 831 824

最低（円） 664 700 757 798 751 781

（注）  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 11名 女性 １名 （役員のうち女性の比率8.3％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長 

（代表取締役） 
  菅  原    昭 昭和23年３月29日生 

昭和43年１月 ㈱福尾塗料店退職 

(注）３ 148 

昭和43年２月 当社入社 

平成元年９月 関東ブロック長兼東京支店長 

平成２年６月 取締役関東ブロック長兼東京支店

長 

平成３年９月 取締役中部ブロック長兼名古屋支

店長 

平成５年10月 取締役東京支店長 

平成８年５月 取締役営業部長 

平成12年７月 常務取締役営業部長 

平成14年６月 常務取締役営業本部長兼営業部長 

平成15年９月 常務取締役営業本部長兼営業部長 

兼ホームセンター事業部長 

平成17年６月 専務取締役営業本部長兼営業部長 

兼ホームセンター事業部長 

平成17年10月 専務取締役営業本部長兼営業部長 

平成18年６月 

平成24年４月 

代表取締役社長 

代表取締役社長兼営業本部長 

平成25年１月 

平成25年６月 

代表取締役社長 

代表取締役会長（現任） 

取締役社長 

（代表取締役） 
  近 藤 勝 彦 昭和34年11月８日生 

昭和59年６月 当社入社 

(注）３ 88 

平成３年１月 新規事業北関東営業所長 

平成４年６月 取締役新規事業北関東営業所長 

平成11年３月 取締役横浜支店長 

平成14年６月 取締役業務部長 

平成19年10月 取締役企画部長 

平成22年４月 

 

平成23年６月 

取締役 

三和電材㈱代表取締役副社長 

三和電材㈱代表取締役社長 

平成25年１月 

平成25年６月 

取締役企画担当 

代表取締役社長（現任） 

専務取締役 
管理本部長 

兼総務部長 
安 藤 朋 也 昭和28年６月11日生 

平成18年４月 

平成18年11月 

平成19年５月 

平成19年６月 

平成19年６月 

平成21年６月 

平成22年４月 

 

 

平成22年５月 

平成24年６月 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  審議役 

当社出向  総務部長 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行退職 

当社入社  総務部長 

取締役管理本部長兼総務部長 

常務取締役管理本部長兼総務部長 

常務取締役管理本部長兼総務部長

兼企画部長 

三和電材㈱取締役（現任） 

常務取締役管理本部長兼総務部長 

専務取締役管理本部長兼総務部長

（現任） 

(注）３ 48 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（千株） 

常務取締役 営業本部長 平  田    茂 昭和27年４月18日生 

平成３年４月 松茂実業㈱退職 

(注）３ 131 

平成３年４月 当社入社 

平成４年10月 新規事業大阪支店長 

平成８年５月 新規事業本部長 

平成８年６月 取締役新規事業本部長 

平成10年７月 取締役新規事業部長 

平成11年８月 取締役新規事業部長兼新規事業大

阪支店長 

平成17年６月 常務取締役新規事業部長兼新規事

業大阪支店長 

平成18年６月 常務取締役営業本部長兼新規事業

部長 

平成20年６月 常務取締役営業本部長 

平成22年４月 

 

平成24年４月 

常務取締役営業本部長兼新規事業

部長 

常務取締役新規事業部長 

平成25年１月 

 

平成25年４月 

 

平成27年６月 

常務取締役営業本部長兼新規事業

部長 

常務取締役営業本部長兼鉄構営業

部長 

常務取締役営業本部長（現任） 

取締役 海外営業部長 山  田    清 昭和23年１月21日生 

昭和55年12月 ㈲六興工業退職 

(注）３ 101 

昭和56年１月 当社入社 

平成３年１月 広島支店長 

平成14年６月 横浜支店長 

平成16年４月 執行役員横浜支店長 

平成17年６月 取締役横浜支店長 

平成18年６月 取締役西日本営業部長 

平成19年４月 取締役西日本営業部長兼広島支店

長 

平成21年４月 取締役西日本営業部長兼大阪支店

長 

平成23年６月 取締役西日本営業部長 

平成25年４月 取締役海外営業部長（現任） 
 

取締役 

製造本部長 

兼東日本製造 

部長 

兼関東工場長 

宮    晴  夫 昭和24年３月25日生 

平成16年２月 東燃ゼネラル石油㈱退職 

(注）３ 23 

平成16年３月 当社入社 

平成16年７月 関東工場長兼関東工場総務課長兼

関東工場業務課長兼関東工場品質

管理課長 

平成17年７月 関東工場長兼関東工場業務課長兼

関東工場品質管理課長 

平成20年６月 執行役員関東工場長兼関東工場業

務課長兼関東工場品質管理課長 

平成21年６月 取締役関東工場長兼関東工場業務

課長兼関東工場品質管理課長 

平成21年10月 取締役関東工場長兼関東工場品質

管理課長 

平成23年１月 取締役関東工場長兼関東工場業務

課長兼関東工場品質管理課長 

平成23年３月 

 

 
平成25年６月 

 
平成26年６月 

 
平成27年６月 

取締役東日本製造部長兼関東工場

長兼関東工場業務課長兼関東工場

品質管理課長 

取締役東日本製造部長兼関東工場

長兼関東工場業務課長 

取締役東日本製造部長兼関東工場

長 

取締役製造本部長兼東日本製造部

長兼関東工場長（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

開発営業部長 

兼ホームセン 

ターグループ長 

兼鉄道環境 

グループ長 

矢 野 雅 彦 昭和32年８月12日生 

昭和56年３月 

平成12年10月 

平成17年６月 

平成24年６月 

平成25年４月 

 

平成27年６月 

当社入社 

貿易部長 

執行役員貿易部長 

取締役貿易部長 

取締役開発営業部長兼鉄道環境グ

ループ長 

取締役開発営業部長兼ホームセン

ターグループ長兼鉄道環境グルー

プ長（現任） 

(注）３ 18 

取締役   德  田    勝 昭和16年10月３日生 

昭和42年４月 

昭和49年１月 

平成７年６月 

 

平成20年６月 

大阪弁護士会登録 

德田法律事務所開設 

㈱椿本チエイン社外監査役（現

任） 

当社取締役（現任） 

(注）３ － 

取締役   金 井 美智子 昭和30年６月16日生 

平成２年４月 

 

平成10年４月 

平成19年６月 

 
平成27年６月 

弁護士登録 

大江橋法律事務所入所 

同所パートナー（現任） 

㈱ユー・エス・ジェイ社外監査役

（現任） 

当社取締役（現任） 

(注）３ － 

監査役 

（常勤） 
  河 瀬 哲 夫 昭和28年１月４日生 

平成18年３月 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱退職 

(注）４ 36 
平成18年４月 当社入社  顧問 

平成18年６月 常勤監査役（現任） 

平成22年12月 三和電材㈱監査役（現任） 

監査役   村 辻 義 信 昭和31年４月25日生 

昭和60年４月 

昭和60年４月 

昭和63年４月 

 

平成24年６月 

弁護士登録 

町法律事務所  入所 

村辻法律事務所（現ウェルブライ

ト法律事務所）開設 

当社監査役（現任） 

(注）５ 1 

監査役   中 川 雅 晴 昭和27年４月３日生 

昭和50年４月 

 

 
昭和53年９月 

平成５年５月 

平成22年10月 

平成27年１月 

平成27年６月 

等松・青木監査法人（現有限責任

監査法人トーマツ）大阪事務所入

所 

公認会計士登録 

同法人パートナー 

同法人奈良事務所所長 

公認会計士中川雅晴事務所開設 

当社監査役（現任） 

(注）６ － 

計 598 

（注）１  取締役 德田勝及び金井美智子は、社外取締役であります。

２  監査役 村辻義信及び中川雅晴は、社外監査役であります。

  ３  取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会の終結の時から、平成28年３月期に係る定時株主総会

の終結の時までであります。

  ４  監査役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会の終結の時から、平成30年３月期に係る定時株主総会

の終結の時までであります。

  ５  監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時から、平成28年３月期に係る定時株主総会

の終結の時までであります。

  ６  監査役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会の終結の時から、平成31年３月期に係る定時株主総会

の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  基本的な考え方

当社は、経営の健全性、透明性、効率性を向上させ、企業価値を最大化していくことによってコーポレート・

ガバナンスを強化、充実することを経営の最も重要な課題の一つであると認識しております。その実現のために

コンプライアンスと内部監査体制を強化し、経営情報や業績情報などの各種情報をホームページなども利用して

タイムリーなディスクロージャーを積極的に行うとともに、スピーディーな意思決定と経営監視機能を強化する

ことがコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であります。

②  コーポレート・ガバナンス体制及び当該体制を採用する理由

当社は、監査役会を設置し、監査役による監査体制が経営を監視するうえで有効であると考え、監査役会設置

会社を採用しております。監査役会は、常勤監査役１名と財務・会計及び法律に関する専門的な知見を有した非

常勤監査役（社外監査役）２名の計３名で構成され、客観的で公正な監視を行っております。

取締役会は、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要な業務執行

の意思決定の効率化と監督機能の強化を図るとともに、社外取締役２名を選任して、独立した立場で効率性及び

適法性の監督を行っております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制を図で示すと、以下のとおりです。
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③  会社の機関内容

ａ．取締役会

当社は、取締役会を毎月１回以上開催し、取締役会規程により定めている事項及びその付議基準に該当する

事項は、すべて取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行っております。

また、取締役会で定期的に各取締役から当社並びに子会社の業務執行状況の報告を受け、業務執行の妥当性

及び効率性の監督等を行っております。

ｂ．執行役員

当社は、執行役員制度を導入しており、５名の執行役員と業務担当取締役とで、業務執行の迅速化を図って

おります。

ｃ．社外取締役

当社は、社外取締役２名（弁護士）を選任しており、法令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独

立性をもって経営の監視と助言を行うことにより、取締役会の透明性の向上及び監督機能の強化を図っており

ます。

ｄ．監査役会・社外監査役

当社は、監査役制度を採用しております。監査役３名のうち２名は社外監査役（１名は弁護士、１名は公認

会計士）を選任しており、専門的立場から監査の適正性と効率性の向上を図るために毎月１回以上開催する監

査役会において、監査方法及び監査基準等について意見交換を行い、監査制度の充実強化に努めております。

ｅ．内部監査

当社は、社長直轄部門として監査室を設置し、２名の専任者を置いております。各部門の業務プロセス等に

ついて法令・会社諸規程の遵守状況や適正性、効率性を監査し、改善指導及びフォローしております。

それに加え、財務報告の信頼性を確保するための体制が適正に機能することを継続的に検証するために監査

を実施し、必要な是正を行っております。

ｆ．監査役、会計監査人及び内部監査部門の連携

監査役は、期末決算毎に会計監査人より会計監査結果報告を受けており、必要に応じて会計監査人の事業所

監査に同行し、相互の情報、意見交換を行っております。また、会計監査人と内部監査部門についても、内部

監査部門である監査室が実施いたしました内部監査についての監査結果報告書を閲覧し、必要に応じて情報、

意見交換を行っており、連携を密にして、監査の適正性と効率性の向上に努めております。

ｇ．内部監査、監査役監査及び会計監査と内部統制部門との関係

内部監査部門である監査室は、内部監査の実施結果について報告会を開催し、監査役及び内部統制部門は報

告会に出席して報告を受けております。監査役は、内部統制部門から四半期毎に決算内容の報告を受けるほ

か、その他内部統制にかかわる事項についても、随時、報告を受けております。会計監査人は、内部統制部門

から四半期毎に決算内容及び会社の状況について説明を受け、随時、会計に関する事項について意見交換を行

っております。

ｈ．会計監査人、顧問弁護士・税理士

当社は、会計監査人に有限責任監査法人トーマツを選任し、正確な経営情報を迅速に提供するなど、公正不

偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。また、顧問契約を結んでいる弁護士、税理士から状

況に応じ助言を受けております。

ｉ．会計監査の状況

(a）会計監査業務を執行した公認会計士の氏名

中村基夫（有限責任監査法人トーマツ）

藤川 賢 （有限責任監査法人トーマツ）

継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略しております。

(b）会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士      ７名

その他          ８名

（注）  その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等であります。
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ｊ．社外取締役及び社外監査役に関する事項

社外取締役は、業務執行者から独立した立場で当社の業務執行の効率性及び適法性について監督し、社外監

査役は、業務執行者から独立した立場で、当社の業務執行の適法性について監視します。当社は、その役割を

果たすのにふさわしい、豊富な経験や専門的な知見を有する社外取締役及び社外監査役を選任しております。

社外取締役及び社外監査役のサポート体制としましては、専従スタッフは配置しておりませんが、必要に応

じて管理本部及び監査室が適宜必要なサポートを行っております。

また、社外取締役及び社外監査役に対して、取締役会の開催に際し、事前に議案内容を報告するほか、監査

役会では事前にこの議案について協議しております。

当社社外取締役  德田    勝  資本的関係：当社株式保有はありません。

金井美智子  資本的関係：当社株式保有はありません。

当社社外監査役  村辻  義信  資本的関係：当社株式保有（平成27年６月23日現在1千株）

中川  雅晴  資本的関係：当社株式保有はありません。

上記以外については、人的関係・取引関係その他の利害関係は、現在在籍している会社及び過去に在籍して

いた企業に関してもありません。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、

選任に当たっては、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

なお、当社は社外取締役及び社外監査役の４名全員を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同証

券取引所に届け出ております。

ｋ．社外取締役及び社外監査役による監督・監査と内部監査、会計監査との連携並びに内部統制部門との関係

社外取締役は取締役会への出席等を通じ必要に応じて意見を述べることにより、取締役の職務執行に対する

監督機能を果たしております。また、取締役会のメンバーとしての意見または助言により内部統制を有効に機

能させ、適正な業務執行の確保を図っております。

社外監査役は監査役会や取締役会への出席及び会計監査人並びに内部監査からの報告を受け、必要に応じて

意見を述べることにより、監査の実効性を高めております。また、取締役会において内部統制部門の報告に対

して意見を述べ、適正な業務執行の確保を図っております。

l．コンプライアンス・リスク管理委員会

社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置しております。

コンプライアンス・リスク管理委員会は、法令や企業倫理、社内規則を遵守する意識を全従業員に浸透さ

せ、コンプライアンスの実践の指導教育及びコンプライアンスに関する計画や施策を策定して不祥事やトラブ

ルを未然に防止する体制を構築し、また、当社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）を取り巻くさ

まざまなリスク情報を収集・分析して具体的な予防策を策定し、万一、リスクが顕在化したときは迅速かつ的

確な施策を実施して、その影響を最小限にする体制の構築を推し進め、企業基盤の強化を図っております。

④  内部統制システムの整備状況

ａ．コンプライアンス体制の整備状況

社長直轄の内部監査部門である監査室が、各部門の業務プロセス等の監査で当社グループのコンプライアン

ス状況等の監査を行っております。

コンプライアンスのさらなる徹底を図るためにコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、当社グルー

プの取締役及び使用人が法令、定款その他社内規程及び社会規範等を遵守した行動の指針とする規程及びマニ

ュアル等の整備や違反する行為を発見した場合の通報制度として内部通報体制を整備し、通報者に不利な取扱

いを行うことを禁ずるとともに不正行為の早期発見と是正に努め、コンプライアンス体制の構築、維持、向上

を図っております。

また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係

を遮断することにしております。

ｂ．情報管理体制の整備状況

取締役会議事録、稟議書等の重要な文書やその他重要な情報を文書取扱規程及び情報セキュリティ管理規程

等の社内規程に従って適切に保存及び管理し、内部監査部門である監査室がその保存及び管理状況の検証を行

っております。また、インサイダー情報は、内部情報管理規程に従って厳重に管理するとともに、タイムリー

ディスクロージャーに努めております。
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ｃ．リスク管理体制の整備状況

大きく変化する経営環境の中で、当社グループを取り巻く様々なリスクに適切に対応するためにリスク管理

の強化に努めております。

事業計画については、年度及び中期経営計画を推進するに当たって経営戦略の意思決定を阻む恐れのある重

要な経営リスクについて予算委員会等で十分に討議し、対策を取っております。製・商品の品質・安全に対す

るリスクについては、品質管理委員会等で検討及び対策を実施しております。災害・事故等不測の事態発生に

関するリスクについては、緊急連絡網を設け、連携を密にして、状況に応じて即応する体制を整備しておりま

す。また、コンプライアンス・リスク管理委員会において、リスク情報を収集・分析して予兆の早期発見を行

うとともに、万一、リスクが顕在した場合には、迅速かつ的確な施策が実施できるように規程及びマニュアル

等を整備して、当社グループのリスク管理体制の構築、維持、向上を図っております。

ｄ．財務報告の信頼性を確保するための体制の整備状況

財務報告の信頼性を確保するために当社グループ各社は財務報告に係る内部統制が有効に行われる体制の構

築、維持、向上を図っております。

また、その体制が適正に機能することを継続的に検証するために内部監査部門（監査室）が監査を実施し、

必要な是正を行っております。

ｅ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の整備状況

当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、事業活動の適正と効率性を確保するために取締役等を派遣し、監

視、監督及び指導を行っております。また、当社が定める関係会社管理規程に基づき、子会社から事業の状況

について、定期的に報告を受けております。

⑤  役員の報酬等

ａ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
212,492 201,900 10,592 － － 8

監査役

（社外監査役を除く）
13,080 13,080 － － － 1

社外役員 17,355 17,355 － － － 3

ｂ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ｃ．役員の報酬等の額の決定方針

役員の報酬等の額の決定方針は、株主総会でそれぞれの報酬総額の限度額を決定しております。各取締役の

報酬額は、当社の定める役位ごとの一定の基準に業績動向を勘案して取締役会で決定いたします。各監査役の

報酬額は、監査役の協議により決定いたします。

なお、役員退職慰労金制度は、取締役及び監査役ともに平成16年６月29日開催の第52回定時株主総会終結の

時をもって廃止いたしました。
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⑥  株式の保有状況

ａ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数  ８銘柄

貸借対照表計上額の合計額  465,117千円

ｂ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

清和中央ホールディングス㈱ 60,000 660,000
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 75,900 43,035
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

日鉄住金物産㈱ 33,000 10,923
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

日亜鋼業㈱ 23,100 6,722
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

㈱りそなホールディングス 10,913 5,445
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

阪和興業㈱ 10,000 4,000
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

東京製綱㈱ 6,000 960
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

清和中央ホールディングス㈱ 60,000 371,400
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 75,900 56,446
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

日鉄住金物産㈱ 33,000 13,695
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

日亜鋼業㈱ 23,100 7,738
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

㈱りそなホールディングス 10,913 6,510
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

阪和興業㈱ 10,000 4,880
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

東京製綱㈱ 6,000 1,146
主として取引関係等の円滑化のために

保有しております。

ｃ．保有目的が純投資目的である投資株式

当事業年度及び前事業年度において、該当事項はありません。
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⑦  その他

ａ．取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

ｂ．取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議については、

累積投票によらないものとする旨も定款で定めております。

ｃ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

あります。

ｄ．自己株式取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等により自己株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境に応じた機動的な資本政策を遂行することを

目的とするものであります。

ｅ．中間配当の決定機関

当社は、毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定款に定

めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

ｆ.責任限定契約の内容

当社は、会社法第427条第1項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条第1項の損害

賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社外取締役及び各社外監査役と

責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 25,000 － 25,500 －

連結子会社 － － － －

計 25,000 － 25,500 －

（注）  当社と監査公認会計士等との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上

の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、上記の金額はこれらの合

計額を記載しております。

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

監査報酬は、監査公認会計士等から提出された監査計画日程等を総合的に勘案して決定しております。
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